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#1 こども政策におけるリーダーシップ発揮: 主管統
合・一本化

• こどものボトムアップ要望吸い上げにおける窓
口が不明確、分散

• トップダウンのこども政策策定・意思決定プロ
セスの整理・明確化が必要

• 「こども」というスコープ、軸を持ち省庁横断
で取り纏める強く柔軟なリーダーへ

#2 こどもの意思決定プロセスへの参画支援

• ユースエンゲージメント、エンパワメントの専
門省庁としてのミッションを期待

• 選挙による定量的な意思決定関与は、少子高齢
化が進む日本のこども世代には不利

• 学校システム等との連携により広く定性的にこ
どもの意見を拾うメカニズムの構築が必要 (*担
い手は教員以外) 
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こども家庭庁ビジョン・こども大綱策定へのご提案 1/6

こども家庭庁設立・こども大綱策定に際し、若者の視点から目的・組織・施策の
あるべき姿をご提案します。

#0 庁の
ミッション・
スコープ・
優先順位の

明確化

#3 こどもへのセーフティネットデリバリー強化

• こどもを救う行政施策・サービスへ自ら辿り着
く余裕や力がないこども・保護者の多さ

• 既存の相談窓口・利用可能なサービスに関する
行政側からのプロアクティブなinform

• こども・保護者に対する既存サービスの具体的
ユースケース・アクセス方法の教育の導入

• こどもへのメンタルヘルス・ウェルビーイング
教育・拡散

• NGO等に対する国の認証・支援
• デジタル施策採用と包括的な支援・デリバリー

#4 地方のこどものエンパワメント・D&I促進

• 地方のこどもの人生の選択肢・機会アクセス・
可能性向上のための施策強化

• 彼らやその周囲の大人が今見えていないゴー
ル・目的を意図的に見せるシステムの構築

• 既存の義務教育システム外からのロールモデル
の提供・キャリア教育の構造的な強化が必要

• 実働の担い手として、係るサービス・プラット
フォームを提供するNPOやスタートアップに対
する国からの支援強化

• 多様な経験・機会の平等性向上をターゲットと
し学校での教育課程を変革

組織・意思決定 施策
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こども家庭庁ビジョン・こども大綱策定へのご提案 2/6

こども家庭庁が解決したい課題・目的・スコープの明確化、優先順位の設定、分
かりやすい周知が必要です。

#0 こども家庭庁が解決したい課題・目的・スコープの明確化、優先順位の設定

1. 庁として解決したい課題・目的を設定の上、組織体制・施策を検討
・曖昧・わからないものに対し、目の前のことで忙しい日々の中、人は興味を惹かれない
・解決したい課題や目的を、人々が自分ごとと捉える粒度までブレイクダウンし伝えることが必要
・課題は、少子高齢化の解決？競争力のある人材の育成？子供が自分らしく生きやすい社会の実
現？これらすべて？

2. 課題の優先順位付けによる整理を行いアクションを明確化
・多岐にわたる政策領域を「こども」という軸で再編成することは並大抵のことではない
・どの政策領域もこどもにとって重要だからこそ、アクションに繋げるための重みづけが必要

3. 「こども」という表現を見直し庁のスコープへの共通認識を拡大
・「こども」というワーディングは概ね中学生ほどまでの年齢を想起
・大学生以上の「若者」も包括するのであれば、「子ども・青少年庁」といった表現がより誤解を
招かない
・20代の若者は、こども家庭庁のスコープに入るか否かを明示（こども基本法での定義: ”「こども」とは、
心身の発達の過程にある者” ）

References: 2022,内閣官房 こども家庭庁設立準備室. “こども政策の推進（こども家庭庁の設置等）”
(https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_seisaku_suishin/index.html)

https://urldefense.proofpoint.com/v2/url?u=https-3A__www.cas.go.jp_jp_seisaku_kodomo-5Fseisaku-5Fsuishin_index.html&d=DwQGaQ&c=jf_iaSHvJObTbx-siA1ZOg&r=gswjSaaFNb2M-Cjt5nDM-7lNOG7xXCSK4qxpndbVDrA&m=KJzVr8tNehuku73w3j-nX5G8JsDv2zaRqnXmfyDSWAoInlCglfrkcjsLyTlvGndO&s=ah_nKICqRgq0c_G4YOGRsXQybBmKe2QJWy3UssM_Jz4&e=
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こども家庭庁ビジョン・こども大綱策定へのご提案 3/6

こども政策における所掌の明示化、意思決定プロセスの整理、省庁間の垣根を超
えたリーダーシップ発揮を望みます。

#1 こども政策におけるリーダーシップ発揮: 主管統合・一本化

1. こどもに関するボトムアップの要望吸い上げの窓口が不明確、分散
・ボトムアップアプローチ初期は窓口の創設をしてもある特定の団体や若者の声しか収集できない
・省庁とその連携団体が積極的に様々な団体・学校にアプローチすることが若者への一番の刺激に
なるのでは（「こども」扱いではなく若者から意見を聞くというような姿勢へ）

2. こどもに関するトップダウンの政策策定・意思決定プロセスが複雑・不明確
・どのような政策が実際に自分たちに影響を与えているのか考えるきっかけが少ない
・若者の意見を得るにはまず今に至るまでどのような政策を行い、変化してきたのか、今後のビジ
ョンをわかりやすく、容易にわかる形で (かつプロフェッショナルに) 伝えるべき

3. 「こども」というスコープ、軸を持ち省庁横断で取り纏める強く柔軟なリーダーへ
・今のこども政策は厚労省、内閣府、文科省など政策分野によって分散
・直近のデジタル庁創設のlesson & learnから省庁間の組織としての機能・連携・権限委譲を改善
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こども家庭庁ビジョン・こども大綱策定へのご提案 4/6

こどもを庇護するだけでなく一人の意思決定者として扱い、意見を発信させる・
拾うメカニズムを作ることで、本人の成長と当事者意識情勢を促すべきです。

#2 こどもの意思決定プロセスへの参画支援

1. 他国政府でユースエンゲージメント、エンパワメントに関わる専門省庁を設ける事例
・e.g. ドイツ Federal Ministry for Family Affairs, Senior Citizens, Women and Youth, インドネシア
Ministry of Youth and Sports Affairs
・ユースと政治・政策策定を一体化させる架け橋としての機能を確立

2. 国際機関でユース専門の組織・シンクタンク・ジョブポジションを置く事例
・e.g. UN Youth Envoy, UN MGCY, YPP
・こども・若者は最低ラインで庇護・守りつつ、一人の意思決定者・プロフェッショナルとして扱
うことが本人の成長と当事者意識を促進

3. 選挙による定量的な意思決定関与は、少子高齢化が進む日本のこども世代には不利
・大前提として選挙プロセス上はこどもの方が母数が圧倒的に少ない
・加え進学・留学などで本籍地を離れている若者は選挙に行くことができない
・選挙の仕組み・UIサービスを改革するか、こどもの意思決定を促す別の枠組みの策定が必須

4. 学校システム等との連携で、広く定性的にこどもの意見を拾うメカニズムを構築
・あらゆる環境下のこどもとのタッチポイントを最も持つのは学校機関
・すでに負荷が高い教員や現在の学校運営アクターと別に、学校とこどもの意思決定参画を繋ぐポ
ジションを創設
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こども家庭庁ビジョン・こども大綱策定へのご提案 5/6

こどもに対するセーフティネットのデリバリー強化には、政府からの積極的な周
知・ステークホルダーの認知と支援が必要です。

#3 こどもへのセーフティネットデリバリー強化

1. こども・保護者に対する具体的なユースケース・アクセス方法の教育が必要
・こどもを救うための行政施策はあるが、それを自ら探し辿り着く余裕や力がない (自走できない、
改善のために動く余力がない) こども・保護者も多い
・e.g. リテラシー向上段階のこども、ヤングケアラー
・届いていない最後の一歩を、受け取り手が自分で埋められる力を養うためのトレーニングが必要

2. 既存の相談窓口や利用可能なサービスについて、行政側からのプロアクティブな
informが必要
・子どもを救うセーフティーネットとしての役割を果たしているNPO/NGO等に対して、国が認証を
行い、かつ積極的に広報支援・周知
・こどもへのメンタルヘルス・ウェルビーイング教育・拡散

3. デジタル施策採用とNGO等への国の認証で、こどもへの柔軟・迅速な支援体制を構築
・110/119など適切な支援機関に繋がる前に、ツイッター上の「助けてくれる優しい大人」と先に繋
がってしまい、性被害等に繋がるケースも
・LINE相談やSNSでのパトロールなどを行う適切な支援機関の公的な認証 + 取り組みの促進を通し
デジタル化社会の子どもの人権保護へ
・これらの具体的施策を提案できるデジタルネイティブ世代の登用を拡大
・特に未成年支援では、保護者とこどもの引き離しに法的な強い制約があり、即時の援助が困難
・ e.g. 激しい家庭内暴力等で即時保護の必要性があっても、誘拐に該当
・公認団体と各地域の児相が連携できるプラットフォームを構築、迅速な支援を実現 (->こども基本
法の13条、14条2項の実行)
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こども家庭庁ビジョン・こども大綱策定へのご提案 6/6

地方のこどものエンパワメントは、義務教育におけるキャリア教育改革に加え、
NPO・スタートアップ支援を通した実行力・範囲拡大が必要です。

#4 地方のこどものエンパワメント・D&I促進

1. 地方のこどもの人生の選択肢、機会アクセス、可能性は実質限られている
・見えないもの、イメージの湧かないものに対する目的意識をこどもが持つことは非常に稀
・こども本人や社会における構造的な機会損失・格差の軽減施策を打つべき

2. 彼らやその周囲の大人が今見えていないゴール・目的を意図的に見せるシステムが必要
・こどもにとって憧れ、楽しそう、かっこいいなどの感情は強い原動力
・将来の自分を思い描けるような刺激、人との出会いの提供が有効

3. 既存の義務教育システム外からのロールモデルの提供・キャリア教育を構造的に強化
・特にコミュニティや人の流動性が低い地方では、新しいもの・人・toCではない職業に出会う機会
は少ない
・こども・保護者が自発的に情報をとりに行くまでの最低限のインプット、入り口は提供すべき

4. 実働の担い手として、係るサービス・プラットフォームを提供するNPOやスタートア
ップに対する国からの支援強化が必要
・同じ課題意識を持つ人々、団体は多い
・彼らの意見採用やサービスの支援を国から行うことで、プレイヤーの増加・活性化に繋げる

5. 多様な経験・機会の平等性向上をターゲットとし、学校の教育課程を変革
・e.g. 留学、旅行、ボランティア、他国の学生と話す・交流する機会の拡大
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Appendix. こどもの教育と経済損失

こどもの教育投資による収益率は年齢が低いほど大きく、特に就学前〜学校在籍
年齢相当のこどもへの教育投資・機会提供は経済活性化の鍵になり得ます。

References: 2006, Heckman, James, J. “Skill Formation and the Economics of Investing in Disadvantaged Children” SCIENCE, 
Vol 312

人的資本投資の収益率
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Facebook: https://www.facebook.com/G7G20YouthJapan/

Website: https://www.g7g20youthjapan.org/

この度は貴重な機会を誠にありがとうございます。

ご質問やご相談等ございましたら、下記連絡先迄ご連絡いただけますと幸甚で
す。

contact@g7g20youthjapan.org

https://www.facebook.com/G7G20YouthJapan/
https://www.g7g20youthjapan.org/
mailto:contact@g7g20youthjapan.org
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G7/G20 Youth Japan団体概要

G7/G20 Youth Japanは、日本におけるYouth(高校生～30代以下の社会人)の国際
問題解決に対する意欲・関心を更に高め、その声を外交に届ける事で、世界及び
日本の社会に貢献する事を目的として2008年に設立された非営利団体です。主な
活動内容は以下の3つです。

Y7/Y20 日本代表団
選考・派遣

高校生〜30代以下の社
会人向けの国際問題に
関わるイベント開催

G7/G20日本開催時の
Y7/Y20の主催1 2 3
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G7/G20との関わり

研究者や官僚、学生など多様なバッググラウンドをもつ30代以下のユース
(G7/G20各国より2〜5名ずつ)が政策提言文をG7/G20に提出いたします。

Y7/Y20 の政策提言がG7/G20の
声明文に引用される場合もある

Y20 Summit 2019 Japan
安倍総理大臣とY20メンバー

Y20 Summit 2017 Germany
メルケル首相とY20メンバー

Y7/Y20文書はG7/G20ホームペ
ージに掲載される場合も多い

Y7 Summit 2018 Canada
G7 シェルパとY7メンバー



CONFIDENTIAL AND PROPRIETARY
Any use of this material without specific permission of G7/G20 Youth Japan is strictly prohibited

15

Y20 Summit主催実績

2019年にG20大阪サミットが開催された際、当団体は日本におけるY7/Y20代表団
派遣団体としてY20 Summit 2019 Japanを以下の通り主催いたしました。

(順不同、敬称略、所属等は2019年5月時点)

全体概要 サミット中 サミット後

概要
主催：G7/G20 Youth Japan
日程：2019年5月27日〜5月30日
場所：衆議院第一議員会館、

首相官邸、首相公邸

Y20サイドイベント
高校生G20サミット (渋谷教 学園渋谷高等学
校)
G20ユーススクランブル (東京大学)
G20 Youth Dialogue (立教大学)
エクスカーション/スタディーツアー (国立公園
) 
※環境省主催

顧問
安部忠宏
（元明治大学大学院客員教授／元慶應義塾大
学 講師／元特命全権大使）

ゲスト一覧
Future of Work
安部忠宏様 (元特命全権大使)
小泉進次郎様 (自由民主党衆議院議員)
Jayathma Wickramanayake様 (United Nations Secretary-
Generals Envoy on Youth ※ビデオレター)
Gabriela Ramos様 (OECD Chief of Staff and Sherpa to the 
G20 ※ビデオレター)
Yasmin Ali Haque様 (UNICEF India Representative)
田中聡様 (三井物産株式会社 取締役) 
Patricia Rozada様 (Founder Partner of Knovva
Academy) 
Othman Almoamar様 (MiSK Foundation) 

International Trade / Business and Environment
Gabriel Alvim様 (Division Coordinator for the China 
Division in the Asia and Pacific Depertment, IMF) 
Joseph Gregorio様 (Trade Policy Analyst, WTO) 
Alona Kazantseva様 Business Analyst, Global 
Reimbursable Advisory Services Unit, World Bank) 

代表団
G20加盟国より各2名ずつ(計40名)の代表団が参加

メディア掲載
日本経済新聞 / 外務省ホームページ / 
G20サミットホームページ / 相官 ホー
ムページ等多数。

共同声明文の提出
安倍晋三内閣総理大臣に提出
(2019年5月29日表敬訪問、以下写真は
外務省HPより)
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(ご参考) Y20 Summit 2019 Japan Communique

Y20のサミットを経て完成したコミュニケ（政策提言書）は、首相官邸にて安倍首
相に手渡され、G20サミットに提出されました。

高齢化に加え、第四次産業革命による
多様な社会的変化への対応策について
話し合われました。

「環境問題への目標設定及び情報提示
」や「循環経済」など幅広いトピック
について議論がされました。

米中貿易戦争を始めとする、近年の保
護主義を鑑みて、自由で公平なルール
に基づいた国際貿易を維持する策につ
いて話し合われました。

Y20 Summit 2019 Japanのコミュニケに含まれるアジェンダ（3種
）
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弊団体の顧問

顧問の安部先生より、団体の運営に関わるご助言や、代表団選考のご支援等を頂
いております。

安部忠宏 氏

元特命全権大使

外務省勤務中、ロサンゼルス、ワシントンDC、
ボストン、シアトル等の日本大使館・総領事館
にて、日米間の経済・貿易関係の業務に従事。
ハーバード大学の客員研究員、シアトル総領事
館の総領事、アゼルバイジャン・ジョージアの
特命全権大使等を歴任。その後、明治大学大学
院客員教授、慶應義塾大学講師を務めた。
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2021年度の活動

2021年度は、Y7 Summit 2021 United Kingdom、Y20 Summit 2021 Italyに日本
代表を派遣しました。2022年度は、5月に開催されるY7 Summit 2022 Germany
、7月に開催されるY20 Summit 2022 Indonesiaへ日本代表を派遣予定です。

Y20 Summitイタリア会場からの中継の様
子

日本の若者向けのオンラインイベント

サミットへ向けては、1000名を超える日本の

若者の意見の収集・分析を行い、オンライン
ディスカッションイベントを複数回実施する
など、日本の若者の意見を基に政策提言を行
う準備をいたしました。

コロナウイルスの影響により、Y20 Summitをオンラ
イン開催いたしました。そのため、2ヶ月間かけて
Y20代表団によるコミュニケ作成協議を実施の上完

成させたのち、サミット期間中はウェビナー形式に
てトピックに関するスピーチやパネルセッションを
配信いたしました。
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Y7 Summit主催実績

2016年にG7伊勢志摩サミットが開催された際、当団体は日本におけるY7/Y20代表
団派遣団体として外務省後援のもとY7 Summit 2016 Japanを以下の通り主催いた
しました。

(順不同、敬称略、所属等は2016年5月時点)

全体概要 サミット中 サミット後

概要
主催：G7/G20 Youth Japan
後援：外務省
日程：2016年4月30日〜5月3日
場所：早稲田大学 井深大記念ホール

協賛
アメリカ大使館
株式会社日本総合研究所
アクセンチュア株式会社
サントリーホールディングス株式会社
日本たばこ産業株式会社
日本航空株式会社
株式会社アキュセラ
セブン&アイホールディングス
慶應義塾大学医学部客員教授窪田良

顧問
安部忠宏
（明治大学大学院 客員教授／慶應義塾
大学 講師／元特命全権大使）

レターメッセージ＆ビデオメッセージ
安倍晋三 (内閣総理大臣)​
鈴木英敬 (三重県知事)

講演
阿部サラ（Project Assistant Professor, The University of 
Tokyo）
早野龍五（東京大学教授）
山崎直子（宇宙飛行士）
林玲子（国立社会保障・人口問題研究所 国際関係部長）
長谷川祐弘（元国連事務総長特別代表、日本国連協会理事）
イェスパー・コール（ウィズダムツリー・ジャパン 最高経営
責任者）
工藤卓哉（アクセンチュアアナリ ティクス日本統括マネジ
ング・ディレクター）
千賀邦夫（公益社団法人 セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン
専務理事・事務局長）
浦元義照（上智大学特任教授、元国際労働機関（ILO）アジ
ア太平洋地域総局長）

代表団
G7加盟国及びEUより各5名ずつ(計40名)の代表団が参加

メディア掲載
外務省 HP(2016年5月11日記事掲載)
NHK World(2016年5月3日放送)
NHK ONLINE(2016年5月3日記事掲載)

共同声明文の提出
山田美樹外務大臣政務官に提出
(2016年5月9日、以下写真は外務省HPより)
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(ご参考) 過去のY7/Y20 協賛団体

Y7 Summit 2016 Japanの主な後援・協賛団体は以下の通りです。

名義 団体名

後援 外務省 (G7 伊勢志摩サミット)

協力

内閣府 (安倍首相レターメッセージ)

三重県県議会 (鈴木三重県知事ビデオメッセージ)

早稲田大学 (サミット会場)

リーガロイヤルホテル (宿泊、レストラン)

椿山荘ホテル (レストラン)

協賛

アメリカ大使館

株式会社日本総合研究所

アクセンチュア株式会社

サントリーホールディングス株式会社

日本たばこ産業株式会社

日本航空株式会社

株式会社アキュセラ

セブン＆アイ ホールディングス
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(ご参考) 過去のY7/Y20 協賛団体

Y20 Summit 2019 Japanの主な協力・協賛団体は以下の通りです。

名義 団体名

Knowledge
Partner

Knova Academy

Special Support

府省庁（内閣府、外務省、財務省、金融庁、文部科学省、経済産
業省）

UNICEF（国連児童基金）

アメリカ大使館

Misk Foundation

つくば市

立教大学

Cooperation

OECD（経済協力開発機構）

UNFPA（国連人口基金）

UN Women（国連女性機関）

UNESCO（国連教育科学文化機関）

BRITA Japan株式会社

自然電力株式会社

Guest 
International
Organizations

IMF（国際通貨基金）

世界銀行

WTO（世界貿易機関）

Foundation 一般財団法人MRAハウス
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(ご参考) G20 Youth Dialogueの主催

「若者の声をG20へ届けよう」というコンセプトのもと、 Y20 Summit 2019 
Japanの初日に公開イベント「G20ユースダイアログ」を立教大学にて開催いたし
ました。

• 当日は、高校生・大学生・若手社会人
を中心に、1,000名以上にお越しいただ
きました。

• 政財界や国際機関の有識者講演に続き
、Y20日本代表団とのダイアログや、
Y20海外代表団との政策提言ワークショ
ップを開催し、Y20代表団と日本のユー
スが直接意見交換する機会となりまし
た。

G20 Youth Dialogue当日のタイムライン
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